
区　分 項　　　目 規　定　す　る　内　容

前　文

第１条　目的
・手話の普及等に関する施策を推進
・ろう者とろう者以外の者が共生する地域社会の実現
※ろう者とは、「聴覚障害者のうち、手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者」

第２条　基本理念
・手話は独自の言語体系を有する文化的所産
・手話はろう者に必要な言語

第３条　県の責務
・手話の普及等に関する施策を総合的かつ計画的に推進
・手話の普及等に関する施策の推進に当たり、ろう者にとっての社
会的障壁除去について必要かつ合理的な配慮

第４条　市町村等との
　　　連携及び協力等

・手話の普及等に関する施策の推進に当たり、市町村その他の関係
機関及び関係団体、県民等と連携、協力

第５条　県民等の役割
・県民等、ろう者、手話通訳を行う者、事業者の役割
※事業者は、ろう者に対しサービスを提供するとき、又はろう者を雇用するときは、手話
の使用に関して必要かつ合理的な配慮をするよう努める。

第６条　手話の普及等
　に関する施策を推進
　する上での配慮

・施策の推進に当たっては、離島等の条件不利地に十分配慮

第７条　施策の策定及
　　　　び推進

・県は手話の普及等に関する施策を策定し、総合的・計画的に推進
・県が上記施策を策定する際、県障害者施策推進協議会に意見を聴
いた場合、同協議会は17条の手話施策推進協議会の意見を聴取
・施策の実施状況について議会に報告及び公表

第８条　手話を習得す
　　　　るための支援
　　　　体制の整備

・ろう者が乳幼児期から家族等とともに手話を習得することができ
るよう手話に関する情報の提供、相談及び手話に接する機会の充実
等手話を習得するために必要な支援を行う体制の整備

第９条　手話を学ぶ機
　　　　会の確保等

・県民が手話を学ぶ機会を確保
・県は施策推進のため、職員が手話を学ぶ機会を確保

第10条　手話を用いた
　　　　情報発信等

・手話を用いた情報の発信
・災害時等の非常時に、ろう者が手話で必要な情報を得られるよ
う、市町村に対して情報の提供、技術的な助言等支援

第11条　手話通訳を行
　　　う人材の育成等

・手話通訳を行う者及びその指導者の養成等
・市町村と連携して、ろう者が意思疎通支援を適切に受けられる体
制を整備等

第12条　学校における
　　　　取組の推進

・教職員の手話に関する知識及び技能の向上
・ろう児等及び保護者等に対する手話に関する学習の機会の提供及
び教育相談等

第13条　観光旅行者等
　　　　への対応

・ろう者である観光旅行者等が安心して県内に滞在できるよう手話
の普及等

第14条　事業者への支
　　　　援

・県は手話の使用に関して必要かつ合理的な配慮を行う事業者に対
し、情報の提供、助言その他必要な支援

第15条　手話に関する
　　　　調査研究

・手話に関する調査研究の推進及びその成果の普及協力

第16条　財政上の措置 ・必要な財政上の措置を講ずる。

第３章
手話施
策推進
協議会

第17条　手話施策推進
　　　　協議会

・手話施策推進協議会を設置
・障害者施策推進協議会に意見を述べる。
・重要事項について、知事に意見を述べる。

附　則 施行日等
・令和２年３月27日施行
・第７条第４項の規定は、令和３年４月１日施行

第２章
手話の
普及等

第１章
総　則

かごしま県民手話言語条例の概要
（言語としての手話の認識の普及及び手話を使用しやすい環境の整備に関するかごしま県民条例）
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